
議第５３号

　（総則）

第１条　令和７年度下呂市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1)　排水件数 件

  (2)　年間総排水量  

  (3)　一日平均排水量  

　(4)　主要な建設改良事業費 千円

　（収益的収入及び支出）　　　　　　　　

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

下水道事業収益

令和７年度下呂市下水道事業会計予算

9,499

3,097,763

8,487

36,887

収　　　入

  第１款 1,765,135下水道事業費用

　　第１項

　第１款 1,219,405

　　第１項 営 業 収 益 724,653

　　第２項 営 業 外 費 用 121,575

　　第２項 営 業 外 収 益 494,752

支　　　出

営 業 費 用 1,638,560

予 備 費 5,000　　第３項
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額24,697千円は、消費税資

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　４．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

限度額 起債の方法 利率

事　項 期　間 　限度額

処理場維持管理及び水質検査業務　 1,154,846千円

起債の目的

　　第１項 企 業 債 400,000

　第１款 1,009,151資 本 的 収 入

　本的収支調整額及び損益勘定留保資金で補てんするものとする。)。

収　　　入

　　第４項 分 担 金 1,142

　　第２項 出 資 金 591,960

　　第３項 負 担 金 106

　　第３項 予 備 費 5,000

支　　　出

  第１款 1,033,848

　　第１項 建 設 改 良 費 36,887

資 本 的 支 出

償還の方法

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
はその債権者と協定するものによ
る。ただし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮
し、または繰上償還もしくは低利
に借換えすることができる。

　　第５項 国 庫 補 助 金 15,943

　　第２項 企業債償還金 991,961

資本費平準化債 400,000千円
証書借入

又は
証券発行

井戸ノ洞谷改修工事に伴う支障移転工事
(国道)

令和８年度 4,571千円

令和８年度から令和１１年度まで
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　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　場合は、議会の議決を経なければならない。

　(1)　職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、279,935千円である。

　（たな卸資産の購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、1,000千円と定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下呂市長　　山　内　　登

28,502

　　令和７年２月２５日提出
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収　　　　　　　　入 （単位：千円）

予 定 額 備 考

１． 下水道事業収益 1,219,405

１． 営業収益 724,653

１． 下 水 道 使 用 料 560,862

２． 一般会計補助金 163,585

３． その他営業収益 206

２． 営業外収益 494,752

１． 一般会計補助金 116,350

２． 長期前受金戻入 378,207

３． 雑 収 益 195

支　　　　　　　　出 （単位：千円）

予 定 額 備 考

１． 下水道事業費用 1,765,135

１． 営 業 費 用 1,638,560

１． 管 渠 費 1,188

２． 処 理 場 費 638,151

３． 総 係 費 75,287

４． 減 価 償 却 費 923,904

5． 資 産 減 耗 費 30

２． 営 業 外 費 用 121,575

１. 支 払 利 息 116,575

２. 消 費 税 5,000

３． 予 備 費 5,000

１． 予 備 費 5,000

項 目

目

収　 益　 的　 収　 入　 及　 び　 支　 出

令 和 7  年 度　 下 呂 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

款

款 項
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収　　　　　　　　入 （単位：千円）

予 定 額 備 考

１． 資 本 的 収 入 1,009,151

１． 企 業 債 400,000

１． 資本費平準化債 400,000

２． 出 資 金 591,960

１． 一般会計出資金 591,960

３． 負 担 金 106

１． 受 益 者 負 担 金 106

４． 分 担 金 1,142

１． 受 益 者 分 担 金 1,142

５． 国 庫 補 助 金 15,943

１． 国 庫 補 助 金 15,943

支　　　　　　　　出 （単位：千円）

予 定 額 備 考

１． 資 本 的 支 出 1,033,848

１． 建 設 改 良 費 36,887

１. 管 渠 事 業 費 4,959

2. 処 理 場 事 業 費 31,888

3. 営 業 設 備 費 40

２． 企 業 債 償 還 金 991,961

１． 企 業 債 償 還 金 991,961

３． 予 備 費 5,000

１． 予 備 費 5,000

款 項

目

目

資　 本　 的　 収　 入　 及　 び　 支　 出

項款
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１．特　別　職

期末手当 寒冷地 その他
（千円） 手　当 の手当

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

その他の

特別職

計 13 180 180 180

前 年 度

その他の

特別職

計 13 90 90 90

比 較

その他の

特別職

計 0 90 90 90

0 90 90 90

90

議　員

90

長　等

13 90

議　員

180 180

長　等

13 180

議　員

共済費 備　　　考

長　等

合   計

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給 与 費

区 分 職員数 報  酬 給  料 調整手当 計
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２．一　般　職

　ア　常時勤務を要する職員（会計年度任用職員以外の一般職）

　（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

法定福利費
引　当　金
繰　入　額

427

456

-29

32,891

比 較 0 0 -1,303 -2,497 -3,800 -560 -4,389

16,443 4,873

職 員 数

23,762 4,313

給 与 費
法定福利費

前 年 度 4 0

8,622

11,119 27,562

備 考

28,502本 年 度 4 0 15,140

合　　　計

時 間 外 管理職員

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務 及 び 休 夜間勤務 特別勤務 宿 日 直 管 理 職 期末手当 勤勉手当 賞　与 児童手当 その他

区　　分 手　　当 日 勤 務 手　　当 手　　当 手    当 手    当 引当金

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

の 内 訳

-166

0

0

00

0

1400 0 -1,403 -1,224

0

比 較 0 0-204 312 48 0

0

00 0

0 567 3,612 3,271

140567 2,209 2,047 2,128

2,294前 年 度 540 0 335 0 500

本 年 度 336 312 383 0 500
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給 料 -1,303 給与改定に伴う増減分 672 給与改定の状況（令和６年４月１日） 672 千円

-1303

実施時期 R6.4.1

昇給に伴う増加分 169 平均昇給率 169 千円

その他の増減分 -2,144 その他による増減 -2,144 千円

職 員 -2,497 制度改正に伴う増減分 440 期末手当支給率の改正 234 千円

手 当 -2497

勤勉手当支給率の改正 206 千円

その他の増減分 -2,937 その他による増減 -2,937 千円

扶養手当 -204 千円

住居手当 312 千円

通勤手当 48 千円

期末手当 -1,637 千円

勤勉手当 -1,430 千円

賞与引当金繰入額 -166 千円

児童手当 140 千円

区　分 R6年度 R7年度

支給率 2.050 2.100

区　分 R6年度 R7年度

支給率 2.450 2.500

実　質
改定率

1.047

区　分 行政職

平　均
昇給率

1.011

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考

区　分 行政職
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア．職員１人当たり給与

行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職 福 祉 職

平 均 給 料 月 額 （円） 315,400

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （円） 348,675

平 均 年 齢 （歳） 39.25

平 均 給 料 月 額 （円） 342,550

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （円） 372,575

平 均 年 齢 （歳） 45.17

　　　　（注）平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、時間外勤務手当、宿日直手当及び児童手当等を除いたものである。

区 分

-
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　　イ．初　任　給

行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 福祉職 行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 福祉職

（一） （二） （一） （二） （三） （一） （二） （一） （二） （三）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

366,200 244,400 366,200 244,400

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

220,000 227,400 255,400 220,000 227,400 255,400

薬剤師・栄養士・技師 保健師・看護師 薬剤師・栄養士・技師 保健師

220,500 249,400 220,500 249,400

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和７年４月１日現在 204,400 208,300 240,600 204,400 208,300 240,600

栄養士 看護師 栄養士 看護師

188,000 211,000 221,900 199,600 188,000 211,000 221,900 199,600

准看護師 介護員 准看護師 介護員

199,000 207,700 199,000 207,700

准看護師 准看護師

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

345,000 222,700 345,000 222,700

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

196,200 202,800 228,500 196,200 202,800 228,500

薬剤師・栄養士・技師 保健師・看護師 薬剤師・栄養士・技師 保健師

193,500 218,800 193,500 218,800

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和６年４月１日現在 179,100 182,700 211,000 179,100 182,700 211,000

栄養士 看護師 栄養士 看護師

166,600 164,000 195,000 166,600 164,000 195,000

准看護師 准看護師

155,300 183,500 155,300 183,500

准看護師 准看護師

高 校 卒

中 学 卒

国　の　制　度

高 校 卒

中 学 卒

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年

区 分

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年
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　　ウ．級別職員数

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１級 1 25.0 １級 １級

２級 1 25.0 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

令和７年４月１日現在 ４級 ４級 ４級

５級 1 25.0 ５級 ５級

６級 1 25.0

７級

計 4 100.0 計 計

１級 １級 １級

２級 1 25.0 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

令和６年４月１日現在 ４級 1 25.0 ４級 ４級

５級 1 25.0 ５級

６級 1 25.0

７級

計 4 100.0 計 計

区 分
行　　政　　職　（一） 行　　政　　職　（二） 医　　　療　　　職　

-
 
2
2
0
 
-



　（級 別 基 準 職 務 表）

区　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

行 政 職 主事の職務 主任の職務

技能労務職

医療職（一） 技師の職務 医長の職務 部長の職務

医療職（二）

医療職（三）

福祉職 介護員の職務 高度な知識又は
経験を必要とす
る業務を行う介
護員の職務

主任介護員の職
務

部長の職務主査の職務 課長補佐の職務 課長の職務

医療機関の副院
長(副所長を含
む。)の職務

高度の経験を積
んだ主査の職務

主任主査の職務

運転手、用務
員、調理員、看
護助手、観光施
設員、環境施設
員、清掃作業
員、学校図書員
及び体育施設員
の職務

主任運転手、主
任用務員、主任
調理員、主任看
護助手、主任観
光施設員、主任
環境施設員、主
任清掃作業員、
主任学校図書員
及び主任体育施
設員の職務

高度の経験を積
んだ主任の職務

主査の職務

著しく高度の知
識経験を必要と
する業務を行う
職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

(1)著しく高度の
知識経験を必要
とする業務を行
う職務
(2)看護師長の職
務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

医療機関の長の
職務

(1)薬局の長の職
務
(2)技師長の職務

看護部長又は総
看護師長の職務

-
 
2
2
1
 
-



　　エ．昇給期間短縮

行政職（一） 行政職（二） 行政職（三）

4 4

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

4 4

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

前
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

区分 合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

-
 
2
2
2
 
-



　　オ．期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有

前 年 度 2.250 2.250 4.500 有

国 の 制 度 2.300 2.300 4.600 有

　　キ．その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 一部異なる 　自動車等を使用することを常例とする職員の通勤距離及び支給額

差 異 の 内 容

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階・

職務の級等によ
る 加 算 措 置

備 考
６ 月（ 月 分 ） １２ 月（ 月 分 ） （ 月 分 ）

　カ．定年退職に係る退職手当

そ の 他 の

加 算 措 置 等

国 の 制 度

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ）

-
 
2
2
3
 
-
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令和７年度　下呂市下水道事業会計に関する注記表

●重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
定額法を採用している。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおり。
建物　16～49年
構築物　５～50年
機械及び装置　６～30年
工具器具及び備品　５～20年

２.重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３.引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上している。

（２）退職給付引当金
岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する。
追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む）を全て一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

（３）賞与引当金、法定福利費引当金
職員の期末手当・勤勉手当、及びそれらに係る共済費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

●予定貸借貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担
貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は591,960千円である。
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6
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●セグメント情報に関する注記

1．報告セグメントの概要
下呂市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、小規模集合排水処理施設を運営しており、各事業で運営方針を決定していることか

　 ら、それらを報告セグメントとしている。
　 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

２．報告セグメントごとの資産、負債、その他の項目の金額
当年度（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

（単位　千円）

●その他の注記

１.賞与引当金の目的使用による取崩について
当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当及びそれに伴う法定福利費として8,569千円を支給するため、賞与引当金1,976千円、法定福利費引当金397千円を取り崩す。

経常損益 △ 118,372 △ 260,624 △ 143,165 △ 2,535 △ 524,696
営業損益 △ 224,488 △ 440,748 △ 233,477 △ 4,160 △ 902,873
営業費用 423,885 699,173 444,969 8,518 1,576,545
営業収益 199,397 258,425 211,492 4,358 673,672

  企業債支払利息 35,290 59,588 21,222 475 116,575
　減価償却費 233,844 440,013 245,562 4,485 923,904
　他会計繰入金 35,223 104,705 135,985 4,022 279,935
その他の項目
セグメント負債 2,155,278 9,465,478 4,402,478 85,588 16,108,822
セグメント資産 5,992,567 12,318,698 7,056,205 132,272 25,499,742

農業集落排水事業 農業集落における、し尿 ・生活雑排水等の処理
小規模集合排水処理施設 上記以外における、し尿 ・生活雑排水等の処理

公共下水道事業
特定環保全

公共下水道事業
農業集落排水事業

小規模
集合排水処理施設

合　計

セグメント区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿 ・生活雑排水等の処理
特定環保全公共下水道事業 市街地以外の区域における、し尿 ・生活雑排水等の処理
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令和６年度　下呂市下水道事業会計に関する注記表

●重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
定額法を採用している。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおり。
建物　16～49年
構築物　５～50年
機械及び装置　６～30年
工具器具及び備品　５～20年

２.重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３.引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上している。

（２）退職給付引当金
岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する。
追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む）を全て一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

（３）賞与引当金、法定福利費引当金
職員の期末手当・勤勉手当、及びそれらに係る共済費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

●予定貸借貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担
貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は628,788千円である。

-
 
2
3
1
 
-



●セグメント情報に関する注記

1．報告セグメントの概要
下呂市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、小規模集合排水処理施設を運営しており、各事業で運営方針を決定していることか

　 ら、それらを報告セグメントとしている。
　 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

２．報告セグメントごとの資産、負債、その他の項目の金額
当年度（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（単位　千円）

●その他の注記

１.賞与引当金の目的使用による取崩について
当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当及びそれに伴う法定福利費として4,873千円を支給するため、賞与引当金1,976千円、法定福利費引当金397千円を取り崩す。

経常損益 △ 135,065 △ 259,585 △ 143,184 △ 1,867 △ 539,701
営業損益 △ 263,097 △ 440,215 △ 233,550 △ 3,493 △ 940,355
営業費用 455,378 701,638 427,956 8,671 1,593,643
営業収益 192,281 261,423 194,406 5,178 653,288

  企業債支払利息 35,406 65,938 26,181 571 128,096
　減価償却費 272,566 448,038 245,676 4,484 970,764
　他会計繰入金 35,836 106,688 123,624 4,939 271,087
その他の項目
セグメント負債 3,443,430 9,435,071 4,456,881 86,965 17,422,347
セグメント資産 7,127,371 12,421,606 7,067,257 129,769 26,746,003

農業集落排水事業 農業集落における、し尿 ・生活雑排水等の処理
小規模集合排水処理施設 上記以外における、し尿 ・生活雑排水等の処理

公共下水道事業
特定環保全

公共下水道事業
農業集落排水事業

小規模
集合排水処理施設

合　計

セグメント区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿 ・生活雑排水等の処理
特定環保全公共下水道事業 市街地以外の区域における、し尿 ・生活雑排水等の処理

-
 
2
3
2
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

１． 下 水 道 事 業 収 益 1,219,405 1,248,214 △ 28,809

(50,981) (50,978) (3)

１． 営   業   収   益 724,653 718,585 6,068

(50,981) (50,978) (3)

１． 下 水 道 使 用 料 560,862 560,815 47 下 水 道 使 用 料 560,862 下水道使用料（公共） 219,286

(50,981) (50,978) (3) 下水道使用料（特環） 234,385

下水道使用料（農集） 106,301

下水道使用料（小規模） 890

560,862

２． 一 般 会 計 補 助 金 163,585 157,530 6,055 一般会計補 助金 163,585 一般会計補助金（特環）

(0) (0) (0) 事務費分（基準外） 45,220

一般会計補助金（農集）

事務費分（基準外） 114,817

一般会計補助金（小規模）

事務費分（基準外） 3,548

163,585

３． そ の 他 営 業 収 益 206 240 △ 34 手 数 料 206 指定店手数料（特環） 20

(0) (0) (0) 審査手数料（公共） 38

審査手数料（特環） 116

審査手数料（農集） 32

206

２． 営  業  外  収  益 494,752 529,629 △ 34,877

(0) (0) (0)

１. 一 般 会 計 補 助 金 116,350 128,555 △ 12,205 一般会計補 助金 116,350 一般会計補助金（公共）

(0) (0) (0) 公債費利息償還分（基準内） 35,223

一般会計補助金（特環）

公債費利息償還分（基準内） 59,485

一般会計補助金（農集）

公債費利息償還分（基準内） 21,168

一般会計補助金（小規模）

公債費利息償還分（基準内） 474

116,350

計

計

計

計

勘　　定　　科　　目　　説　　明

令 和 ７年 度　 下 呂 市 下 水 道 事 業 予 算 実 施 計 画 明 細 書
収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

（単位：千円）

款 項 増　　減目

収 入

（　　　）内は仮受消費税

-
 
2
3
3
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

勘　　定　　科　　目　　説　　明
（単位：千円）

款 項 増　　減目

収 入

２． 長 期 前 受 金 戻 入 378,207 400,776 △ 22,569 国 庫 補 助 金 280,698 国庫補助金（公共） 82,425

(0) (0) (0) 国庫補助金（特環） 139,353

国庫補助金（農集） 57,890

国庫補助金（小規模） 1,030

280,698

県 補 助 金 70,503 県補助金（公共） 16,773

県補助金（特環） 25,942

県補助金（農集） 27,343

県補助金（小規模） 445

70,503

受 益 者 負 担 金 27,006 受益者負担金（公共） 6,822

及 び 分 担 金 受益者分担金（特環） 14,908

受益者分担金（農集） 5,126

受益者分担金（小規模） 150

27,006

3． 雑 収 益 195 298 △ 103 雑 収 益 179 土地貸付収入（公共） 156

(0) (0) (0) 土地貸付収入（特環） 17

土地貸付収入（農集） 6

計 179

そ の 他 雑 収 益 16 延滞金（公共） 1

延滞金（特環） 1

その他雑収益（公共） 5

その他雑収益（特環） 5

督促手数料（公共） 1

督促手数料（特環） 1

督促手数料（農集） 1

督促手数料（小規模） 1

16

計

計

計

計

（　　　）内は仮受消費税

-
 
2
3
4
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１． 下 水 道 事 業 費 用 1,765,135 1,818,548 △ 53,413

　　 (62,015) (59,830) (2,185)

１． 営   業   費   用 1,638,560 1,666,823 △ 28,263

(62,015) (59,830) (2,185)

１． 管 渠 費 1,188 6,688 △ 5,500 賃 借 料 88 土地建物借上料（特環） 61

(100) (600) (△ 500) 土地建物借上料（農集） 27

88

修 繕 費 1,100 修繕費（公共） 352

修繕費（特環） 473

修繕費（農集） 275

1,100

２． 処 理 場 費 638,151 623,239 14,912 燃 料 費 3 混合ガソリン(特環) 3

(57,919) (56,561) (1,358) 光 熱 水 費 126,316 水道料金（公共） 176

水道料金（特環） 556

水道料金（農集） 680

水道料金（小規模） 44

電気料（公共） 36,960

電気料（特環） 50,760

電気料（農集） 36,840

電気料（小規模） 216

ガス代（公共） 36

ガス代（特環） 48

126,316

通 信 運 搬 費 7,731 通信運搬費（公共） 1,560

通信運搬費（特環） 3,397

通信運搬費（農集） 2,714

通信運搬費（小規模） 60

7,731

委 託 料 484,637 保守点検委託料（公共） 1,067

保守点検委託料（特環） 1,631

保守点検委託料（農集） 1,305

施設業務委託料（公共） 119,010

施設業務委託料（特環） 184,829

施設業務委託料（農集） 131,975

附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

目

支 出

計

計

計

計

（　　　）内は仮払消費税
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-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

目

支 出

施設業務委託料（小規模） 3,828

その他委託料（公共） 9,528

その他委託料（特環） 6,200

その他委託料（農集） 25,000

その他委託料（小規模） 264

484,637

手 数 料 17,704 手数料（公共） 16,369

手数料（特環） 457

手数料（農集） 862

手数料（小規模） 16

17,704

賃 借 料 73 土地建物借上料（公共） 68

土地建物借上料（農集） 5

73

修 繕 費 1,100 修繕費（公共） 330

修繕費（特環） 506

修繕費（農集） 264

1,100

保 険 料 587 保険料（公共） 127

保険料（特環） 292

保険料（農集） 164

保険料（小規模） 4

587

３． 総 係 費 75,287 65,785 9,502 給 料 15,140 職員４名分（共通） 15,140

(3,996) (2,669) (1,327) 職 員 手 当 等 6,494 扶養手当（共通） 336

通勤手当（共通） 383

管理職手当（共通） 567

期末手当（共通） 2,209

勤勉手当（共通） 2,047

住居手当（共通） 312

児童手当（共通） 140

時間外勤務手当（共通） 500

6,494

賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,555 賞与引当金繰入額（共通） 2,128

計

計

計

計

計

計

（　　　）内は仮払消費税

-
 
2
3
6
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

目

支 出

法定福利費引当金繰入額（共通） 427

2,555

法 定 福 利 費 4,313 共済組合職員事務費負担金（共通） 42

職員公務災害補償基金（共通） 37

共済職員追加費用負担金（共通） 180

共済組合職員恩給条例（共通） 2

共済組合職員普通経理負担金（共通） 4,052

4,313

旅 費 163 普通旅費・研修旅費（共通） 131

費用弁償（共通） 32

163

報 償 費 20 上下水道運営委員ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ謝礼（共通） 20

報 酬 180 上下水道運営委員報酬（共通） 180

備 消 品 費 445 備消品費（公共） 50

備消品費（特環） 100

備消品費（農集） 80

備消品費（共通） 215

445

通 信 運 搬 費 278 切手外（共通） 278

委 託 料 38,733 保守点検委託料（公共） 781

保守点検委託料（特環） 1,198

保守点検委託料（農集） 625

保守点検委託料（共通） 1,187

施設業務委託料（公共） 5,566

施設業務委託料（特環） 8,535

施設業務委託料（農集） 4,453

施設業務委託料（共通） 77

その他委託料（共通） 16,311

38,733

手 数 料 2,701 手数料（公共） 495

手数料（特環） 759

手数料（農集） 396

手数料（共通） 1,051

2,701

計

計

計

計

計

計

（　　　）内は仮払消費税

-
 
2
3
7
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

目

支 出

賃 借 料 1,401 機器使用料（共通） 1,391

その他使用料（共通） 10

1,401

修 繕 費 149 修繕費（公共） 検満バーター修繕 21

修繕費（特環） 検満バーター修繕 100

修繕費（農集） 検満バーター修繕 28

149

負 担 金 2,098 13

0

地域環境資源センター負担金（農集） 20

退職手当組合負担金（共通） 1,969

県建設技術協会負担金（共通） 36

研修時負担金（共通） 60

2,098

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 617 貸倒引当金繰入額(公共) 163

貸倒引当金繰入額(特環) 454

617

４． 減 価 償 却 費 923,904 970,764 △ 46,860 有 形 固 定 資 産 923,904 【公共】

(0) (0) (0) 減 価 償 却 費 施設用建物（公共） 30,538

事務所用建物（公共） 144

管路施設（公共） 134,571

処理場施設（公共） 26,183

ポンプ場施設（公共） 886

その他構築物（公共） 27

電気設備（公共） 20,113

処理機械設備（公共） 9,626

ポンプ設備（公共） 11,521

工具器具及び備品（公共） 235

【特環】

施設用建物（特環） 18,509

管路施設（特環） 287,188

処理場施設（特環） 31,451

その他構築物（特環） 13,410

電気設備（特環） 38,087

日本下水道協会中部支部負担金（公共・特環）

岐阜県下水道協会負担金（公共・特環）

計

計

計

計

（　　　）内は仮払消費税

-
 
2
3
8
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

目

支 出

処理機械設備（特環） 26,312

ポンプ設備（特環） 24,297

工具器具及び備品（特環） 759

【農集】

施設用建物（農集） 16,371

事務所用建物（農集） 506

管路施設（農集） 187,174

処理場施設（農集） 22,589

その他構築物（農集） 410

電気設備（農集） 10,621

処理機械設備（農集） 2,999

ポンプ場施設（農集） 4,424

工具器具及び備品（農集） 468

【小規模】

施設用建物（小規模） 453

管路施設（小規模） 2,718

処理場施設（小規模） 1,308

工具器具及び備品（小規模） 6

923,904

５． 資 産 減 耗 費 30 347 △ 317 棚卸資産減耗費 30 棚卸資産減耗費（公共） 10

(0) (0) (0) 棚卸資産減耗費（特環） 10

棚卸資産減耗費（農集） 10

30

２． 営　業　外　費　用 121,575 145,975 △ 24,400

(0) (0) (0)

１． 支 払 利 息 116,575 128,775 △ 12,200 企 業 債 利 息 116,355 公共企業債利息（公共） 35,224

(0) (0) (0) 特環企業債利息（特環） 59,487

農集企業債利息（農集） 21,169

小規模企業債利息（小規模） 475

116,355

一時借入金利息 220 一時借入金利息 220

２． 消 費 税 5,000 17,000 △ 12,000 消 費 税 5,000 消費税（共通） 5,000

(0) (0) (0)

３． 予      備      費 5,000 5,000 0

計

計

計

（　　　）内は仮払消費税

-
 
2
3
9
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

目

支 出

(0) (0) (0)

１． 予 備 費 5,000 5,000 0 予 備 費 5,000 予備費（共通） 5,000

(0) (0) (0)

（　　　）内は仮払消費税

-
 
2
4
0
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１． 資 本 的 収 入 1,009,151 1,513,164 △ 504,013

(0) (0) (0)

１． 企　　業　　債 400,000 681,300 △ 281,300

(0) (0) (0)

１． 資 本 費 平 準 化 債 400,000 450,000 △ 50,000 資本費平準化債 400,000 資本費平準化債

(0) (0) (0) 　資本費平準化債（公共） 70,000

　資本費平準化債（特環） 230,000

　資本費平準化債（農集） 100,000

400,000

２． 出　　資　　金 591,960 641,890 △ 49,930

(0) (0) (0)

１． 一 般 会 計 出 資 金 591,960 641,890 △ 49,930 一般会計出資金 591,960 一般会計出資金（公共）

(0) (0) (0) 　　基準内 公債費元金償還分 123,338

一般会計出資金（特環）

　　基準内 公債費元金償還分 275,761

一般会計出資金（農集）

　　基準内 公債費元金償還分 186,530

一般会計出資金（小規模）

　　基準内 公債費元金償還分 6,303

　　基準外 公債費元金償還分 28

591,960

３． 負　　担　　金 106 6,484 △ 6,378

(0) (0) (0)

１． 受 益 者 負 担 金 106 130 △ 24 受 益 者 負 担 金 106 加入負担金（公共） 106

(0) (0) (0) 加入負担金（湯之島処理区分）

４． 分　　担　　金 1,142 1,590 △ 448

( 0) ( 0) ( 0)

１． 受 益 者 分 担 金 1,142 1,590 △ 448 受 益 者 分 担 金 1,142 加入分担金（特環） 905

(0) (0) (0) 加入分担金（農集） 237

1,142

５． 国　庫　補　助　金 15,943 181,900 △ 165,957

(0) (0) (0)

収 入 （単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

計

計

計

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

（　　　）内は仮受消費税

-
 
2
4
1
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額

収 入 （単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

1． 国 庫 補 助 金 15,943 181,900 △ 165,957 国 庫 補 助 金 15,943 社会資本整備総合交付金

(0) (0) (0) 　 ストックマネジメント基本計画 7,407

　 　 　 総合地震対策計画 8,536

15,943計

（　　　）内は仮受消費税

-
 
2
4
2
 
-



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１． 資　本　的　支　出 1,033,848 1,518,167 △ 484,319

(3,348) (39,485) (△ 36,137)

１． 建　設　改　良　費 36,887 434,395 △ 397,508

(3,348) (39,485) (△ 36,137)

1． 管 渠 事 業 費 4,959 15,355 △ 10,396 工 事 請 負 費 4,959 井戸ノ洞谷改修工事に伴う支障移転工事(国道) 4,959

(450) (1,395) (△ 945)

２． 処 理 場 事 業 費 31,888 419,000 △ 387,112 委 託 料 31,888 社会資本整備総合交付金

(2,898) (38,090) (△ 35,192) 　【公共】下呂市公共下水道事業

　　ストックマネジメント基本計画策定業務委託(処理場) 5,746

　　ストックマネジメント基本計画策定業務委託(管路) 2,052

　　総合地震対策計画策定業務委託 8,536

　【特環】下呂市公共下水道事業

　　ストックマネジメント基本計画策定業務委託(処理場) 4,966

　　ストックマネジメント基本計画策定業務委託(管路) 2,052

　　総合地震対策計画策定業務委託 8,536

31,888

３. 営 業 設 備 費 40 40 0 備 品 購 入 費 40 量水器新設費（公共） 10

(0) (0) (0) 量水器新設費（特環） 10

量水器新設費（農集） 10

量水器新設費（小規模） 10

40

２． 企　業　債　償　還　金 991,961 1,078,772 △ 86,811

( 0) ( 0) ( 0)

1. 企 業 債 償 還 金 991,961 1,078,772 △ 86,811 企 業 債 償 還 金 991,961 下水道事業債償還金（公共） 193,339

(0) (0) (0) 下水道事業債償還金（特環） 505,760

下水道事業債償還金（農集） 286,531

下水道事業債償還金（小規模） 6,331

991,961

３． 予      備      費 5,000 5,000 0

(0) (0) (0)

１． 予 備 費 5,000 5,000 0 予 備 費 0 予備費（共通） 5,000

(0) (0) (0)

支 出 （単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

計

計

計

（　　　）内は仮払消費税

-
 
2
4
3
 
-



(当該年度分) （単位：千円）

損益勘定
留保資金

令和８ 年度

1,154,846 - - ～ 1,154,846 0 0 1,154,846

令和11年度

4,571 - - 令 和８年度 4,571 0 0 4,571

(過年度分) （単位：千円）

損益勘定
留保資金

令和７ 年度

38,597 - - ～ 38,597 0 0 38,597

令和８ 年度

令和７年度

1,495 - - ～ 1,495 － － 1,495

令和９年度

期 間 地 方 債

期 間 金 額

処理場維持管理及び水質検査業務　

金 額金 額

義務発生（見込）額

井戸ノ洞谷改修工事に伴う支障移転
工事(国道)

当該年度以降の支払前年度末までの支払

地 方 債

左　　の　　財　　源　　内　　訳

積算システム保守管理業務 (6)

義務発生予定額

期 間

期 間

事 項

水道施設運転管理等業務 (6)

限度額

県支出金

金 額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事 項 限度額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

県支出金

義務発生（見込）額
左　　の　　財　　源　　内　　訳

義務発生予定額

-
 
2
4
4
 
-



（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

7,114,211 6,686,721 400,000 991,961 6,094,760 116,355下 水 道 事 業 債

地方債の前々年度末現在高並びに前年度末及び当該年度末現在高見込調

区 分
前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当 該 年 度 末 （参             考）

現 在 高 現在高見込額 現在高見込額 当該年度利子見込額

-
 
2
4
5
 
-


